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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

⑤ 後期高齢者医療特別会計 494,038 △ 2,465 491,573

会 計 区 分 補正前の額 補 正 額 合 計 備 考

③ 下水道特別会計 2,940,956 △ 67,220 2,873,736

1 水道事業会計 471,385 4,216

① 授産場特別会計 25,668 0 25,668

② 簡易水道特別会計 8,315 0 8,315

475,601

6,440,007

2 病院事業会計 1,380,455 △ 773

6,403,053 36,954

平成27年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分 補正前の額 補 正 額 合 計 備 考

21,507,952 △ 276,500 21,231,452１ 一般会計

２ 特別会計 9,872,030 △ 32,731 9,839,299

④ 国民健康保険特別会計

1,379,682
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議案第13号　小城市一般会計補正予算（第７号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

21,231,452

1,490,844 7.0 予 備 費 30,000

13.9

国 庫 支 出 金 2,795,459

合 計 21,507,952

寄 附 金 1,388,213 305 1,388,518 6.5

1.6諸 収 入 345,897 △ 1,203

県 支 出 金 1,519,955 △ 29,111

3.2繰 入 金 820,991

△ 276,500 △ 276,500

344,694

市 債 △ 163,000 1,726,200

合　　　　　計 21,507,952100.0

8.1

82,615繰 越 金 82,615

△ 148,222 672,769

1,889,200

30,000 0.1

財 産 収 入 98,818 22,973 121,791 0.6

100.021,231,452

61,375 2,856,834 13.5 諸 支 出 金 1 1 0.0

0.4

使用料及び手数料 179,141 △ 1,442 177,699 0.8 公 債 費 2,946,467 2,946,467

12.2

分担金及び負担金 347,048 △ 30,226 316,822 1.5 災 害 復 旧 費 327,633 △ 49,369 278,264 1.3

交通安全対策特別交付金 8,800 8,800 0.0 教 育 費 2,762,174 △ 162,888 2,599,286

9.9

地 方 交 付 税 7,077,431 12,051 7,089,482 33.4 消 防 費 734,514 △ 13,871 720,643 3.4

地 方 特 例 交 付 金 22,473 22,473 0.1 土 木 費 2,256,859 △ 159,952 2,096,907

4.9

自動車取得税交付金 15,879 15,879 0.1 商 工 費 347,598 32,404 380,002 1.8

地方消費税交付金 646,862 646,862 3.0 農林水産業費 1,167,826 △ 117,771 1,050,055

141,437 2,544,430

10.4

株式等譲渡所得割交付金 6,501 6,501 0.0 労 働 費 10,227 △ 45 10,182 0.0

配 当 割 交 付 金 18,001 18,001 0.1 衛 生 費 2,234,726 △ 21,573 2,213,153

12.0

利 子 割 交 付 金 8,174 8,174 0.0 民 生 費 6,037,164 76,819 6,113,983 28.8

地 方 譲 与 税 143,959 143,959 0.7 総 務 費 2,402,993

19.3 議 会 費 249,770 △ 1,691 248,079

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

1.2市 税 4,092,535 4,092,535

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ276,500千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ21,231,452千円とするものです。

　歳入の主なものは、地方交付税、財産収入、寄附金及び地方創生加速化交付金事業に伴う国庫支

出金の追加、また、各種事業に伴う分担金及び負担金、使用料及び手数料、県支出金、市債、繰入

金、諸収入の減、財源調整として財政調整基金繰入金の減などです。

　歳出の主なものは、地方創生加速化交付金に伴う「広報事業」「観光事務費」及び「文化財保護

事業」、「低所得者の高齢者向け年金生活者等支援臨時福祉給付金」、「農産業事務費（農地集積

協力金）」、「スマートインターチェンジ整備事業」の追加などです。

平成27年度　第７号補正後予算総額　　21,231,452千円　
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議案第14号　小城市下水道特別会計補正予算（第４号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

851,710 29.6

繰 越 金

2,940,9562,940,956 △ 67,220 2,873,736 100.0

77,585

合 計

△ 49,395

市 債 852,500 △ 21,800 830,700 28.9

歳 入

集団整備事業費 85,699

合　　　　　計

繰 入 金 901,105

平成27年度　第４号補正後予算総額　2,873,736千円　

△ 9,653 76,046

77,585

諸 収 入 5,093 16,010 21,103 0.7

2.7

2,873,736 100.0△ 67,220

0.3

財 産 収 入 781 2 783 0.0

県 支 出 金 32,305 32,305 1.1 予 備 費 10,000 10,000

2.6

国 庫 支 出 金 847,935 △ 11,910 836,025 29.1 公 債 費 700,305 △ 5,417 694,888 24.2

858 187,226 6.5

72.8

使用料及び手数料 186,368

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 額 合 計 構成比補 正 前

分担金及び負担金 37,284 △ 985 36,299 1.3 下 水 道 費 2,144,952 △ 52,150 2,092,802

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ67,220千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出
それぞれ2,873,736千円とするものです。
  歳入の主な内容は、下水道使用料を実績により追加し、分担金及び負担金、国庫支出金、市債に
おいては、減額するものです。
　歳出の主な内容は、実績に応じた事業費及び施設管理費の減額するものです。
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議案第15号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

366

0.0

3.6

22.3

103 103

0.2

100.0 合　　　　　計

公 債 費

6,403,053

57.0

8.5546,815

2,744 0.9

443,055 6.9

10,000

0.4

189,982 3.0
前期高齢者納
付 金 等

10,000

0.0

229,458

老人保健拠出金 0.0

繰 上 充 用 金 443,055

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ36,954千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ6,440,007千円とするものです。

　歳入の主な内容は、前期高齢者交付金、一般会計繰入金及び諸収入を追加し、県支出金を減額す

るものです。

　歳出の主な内容は、過年度事業の精算に伴う国庫負担金を返還するため諸支出金を追加するほ

か、出産育児一時金の減少による保険給付費を減額するものです。

17.3

36,954 6,440,007合 計

0 0 0.0

県 支 出 金

国 庫 支 出 金 1,788,548 2,025 1,790,573 27.8
後期高齢者支
援 金 等

25,645

共 同 事 業 交 付 金 1,471,725 1,471,725 22.9 共同事業拠出金 1,436,910 1,436,910

800 0.0 保 険 給 付 費 3,675,792

6,403,053 6,440,007 100.036,954

歳 入 歳 出

平成27年度　第３号補正後予算総額　6,440,007千円　

繰 入 金 455,614 30,489 486,103 7.5 保 健 事 業 費 28,645 △ 3,000

前期高齢者交付金 1,107,774 4,704 1,112,478

△ 3,008 279,781 4.3 介 護 納 付 金 229,458

546,815

使用料及び手数料 800 △ 6,451 3,669,341

31 31

366

11,728

予 備 費

57,7489,843 47,9050.2 諸 支 出 金

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別

繰 越 金

諸 収 入 8,984

282,789

療養給付費等交付金 189,982

合 計 構成比

国 民 健 康 保 険 税 1,096,837 1,096,837 17.0 総 務 費 22,035 △ 1,500 20,535 0.3

補 正 前 補 正 額
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議案第16号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

△ 2,465 491,573 100.0

350

402

200

0.3

構成比

99.6

0.1

489,617

154,388繰 入 金

0.0

0.1

合　　　　　計 494,038 △ 2,465 491,573 100.0 合　　　　　計 494,038

諸 収 入 401 1

平成27年度　第２号補正後予算総額　491,573千円　

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ2,465千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ
れぞれ491,573千円とするものです。
　歳入の主な内容は、一般会計繰入金を追加し、後期高齢者医療保険料を減額するものです。
　歳出の主な内容は、佐賀県後期高齢者医療広域連合納付金を減額するものです。

歳 入 歳 出

繰 越 金

補 正 額

△ 184後期高齢者医療保険料 330,722 △ 3,685 327,037 66.5 総 務 費 1,590

155,677 31.7

8,377 8,377 1.7 予 備 費

使用料及び手数料 150 △ 70 80

款 別

200

0.0
後期高齢者医療
広域連合納付金

491,898 △ 2,281

1,406

合 計補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前

1,289 諸 支 出 金 350
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議案第17号　小城市水道事業会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

平成27年度　第２号補正後予算規模　　　475,601千円　

　営業外収益 6,887

◇水道事業費

100.0

　営業収益 280,814 2,517 283,331 96.4 　出資金 1 1 0.1

◇水道事業収益 287,701 6,351 294,052 100.0 ◇資本的収入 1,001 0 1,001

287,701 6,351 294,052 100.0 ◇資本的支出 183,684 △ 2,135 181,549

20.3

100.0

24.7

　営業費用 245,651 1,090 246,741 83.9 　建設改良費 38,906 △ 2,135 36,771

　営業外費用 23,971 2,500 26,471 9.0
　企業債償還
  金

44,778 44,778

　予備費 18,079 2,761 20,840 7.1
　投資有価証
  券購入費

100,000 100,000 55.1

差 引 0 0 0 差 引 △ 182,683 2,135 △ 180,548

　収益的収入及び支出の既定予算から歳入歳出それぞれ635万1千円を追加し、資本的収入及び支出
の支出を213万5千円減額するものです。
　補正の主な内容は、収益的収入では営業収益の給水収益等を増額、営業外収益では新規給水申請
の増加により、雑収益などを増額し、収益的支出の営業費用では、委託料の減額、人件費、減価償
却費の増額、営業外費用は、雑支出の増額です。資本的支出の減は、固定資産購入費の減額による
ものです。

補 正 前 補正額 合 計 構成比

99.91,000

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補正額 合 計 構成比 事 項

3,834 10,721 3.6 　負担金 1,000
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議案第18号　小城市病院事業会計補正予算（第２号）

（単位：千円）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　病院事業収入総額から773千円、病院事業費用総額から50,916千円をそれぞれ減額し、病院事業収
益を総額1,344,361千円、病院事業費用を総額1,279,151千円とするものです。
　補正の主な内容として、収益的収入については、医業外収益のうち補助金等の額の確定による補
助金の増額及び長期前受金戻入の減額によるものです。収益的支出については、医業費用のうち、
給与費及び減価償却費の減額によるものです。また、資本的収入については補助金額の確定による
ものです。

平成27年度　第２号補正後予算規模　　　　1,379,682千円　

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計

◇病院事業収益 1,345,134 △ 773 1,344,361 100.0 ◇資本的収入 19,821 3,144 22,965

　医業収益 1,236,034 1,236,034 91.9 　負担金 10,642 10,642

　医業外収益 109,100 △ 773 108,327 8.1 　補助金 1 3,144 3,145

　出資金 9,178 9,178

◇病院事業費用 1,330,067 △ 50,916 1,279,151 100.0 ◇資本的支出 35,321 0 35,321

差 引 15,067 50,143 65,210 差 引 △ 15,500 3,144 △ 12,356

　特別損失 0

　予備費 1,000 1,000 0.1

0

　医業外費用 12,969 12,969 1.0 45.2

　医業費用 1,316,098 △ 50,916 1,265,182 98.9 　建設改良費 18,357 18,357

　企業債償還金 15,964 15,964

0.0 　予備費 1,000 1,000 2.8

52.0

100.0

40.0

46.3

13.7

構成比

100.0

- 7 -



□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
・「おぎゅっと」ブランドの発展
・清水鯉料理のＰＲ（ＣＭ、番組等）「鯉こくFD」のグレードアップ
・小城羊羹のＰＲ（ＣＭや印刷物作成等）
・新製品の開発
・鳥栖スタジアムでのＰＲイベント
・九州（特に福岡地区など影響力のある地域）でのイベントに参加
・小城羊羹組合との共同イベントの実施
・ビデオ制作（時期や季節を問わずに見れる作品）

合　　計

25,164 25,164

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

25,164 25,164

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 20,332 25,164 20,000 20,000 20,000 事業費計

その他

105,496

一般財源 20,000 20,000 20,000 一般財源 60,000

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　人口減少を克服するため、地域再生、観光振興、市民協働など様々な概念が含まれるシティプロモーションを推進する。
小城市の好イメージを獲得するため、魅力ある地域資源を組み合わせ、加工することで価値を高め、地域内外へ発信す
る。また、シティプロモーションを市民や団体とともに推進する過程で、市民が小城市に愛着と誇りを持ち、元気なまちづくり
活動につながることを目指す。

【内容】
　メディア戦略を通して先の地方創生先行型交付金を活用した事業を行い、少しずつではあるが、市内産業者や各種団体
の意識が変わってきている。そこで、先行型事業からさらに工夫を凝らし、市内業者や地域の人たちを巻き込み、地域を活
性化させるという意識をさらに高揚させ、県内のみならず、隣県や都市圏にも大いに小城市の産品や産業、観光をＰＲする
ことで、入込客数、交流人口を増やし、市内産業の売り上げ増、販路拡大を目指す。また、定住人口対策としても魅力ある
元気な小城市を映像で紹介する。

※国が掲げる一億総活躍社会の実現に向けて創設された地方創生加速化交付金を活用し、平成28年度に繰り越して実
施する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 45,496

県支出金

国庫支出金 20,332 25,164

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠

事業期間
平成27 平成31

広報事業 基本事業名 1
情報通信基盤の利活用と
市民サービスの向上一般 2 1 2 70

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 総務部　総務課 施策名 5 情報化の推進

新規事業 既存事業

事務事業名 シティプロモーション推進事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1
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☑ □

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
情報セキュリティ対策のうち、現状のID/パスワード認証より強力なアクセス制御を行うため、指紋による生体認証を導入す
る。

合　　計

8,650 8,652 17,302

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

3,240 14,062 17,302

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料 備品購入費

事　業　費 0 0 24,430 21,384 21,384 21,384 事業費計

その他

0

一般財源 15,780 21,384 21,384 21,384 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　日本年金機構の情報流出事案等を踏まえ、情報セキュリティ対策の抜本的強化を図る。

【内容】
平成27年度　 情報セキュリティ対策のうち、現状のID/パスワード認証より強力なアクセス制御を行うため、指紋による
                  生体認証を導入する。
 
　　　　　　　　　〔費用負担〕
　　　　　　　　　地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金：補助基準額上限額（1,730万円)の1/2。
　　　　 　　　　 ※補助基準額　1,000万円＋（46,003人×158円）≒1,730万円　※10万円未満四捨五入
　　　　 　　　　 ※平成28年度に繰り越して実施する。

平成28年度   インターネット接続環境の分離（庁内ネットワークの再構成）
　　　　　　　　　個人番号利用事系端末については、インターネットを介して不特定の外部との通信遮断
　　　　　　　　　ＬＧＷＡＮ接続系端末、インターネット接続系端末の通信経路分割設定
　　　　　　　　　個人番号利用事務系端末からのデータ持ち出し不可設定強化
　　　　　　　　　構築に必要な機器、ソフトウェア等の調達

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 8,650

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠

事業期間
平成27

情報電算管理費 基本事業名 2
電子自治体の構築と業務
の効率化・効果的な展開一般 2 1 9 79

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 総務部　企画政策課 施策名 5 情報化の推進

新規事業 既存事業

事務事業名 地方公共団体情報セキュリティ強化対策事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1

－　9　－



☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

129,500 5 129,505

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

150 16 1,152 237 1,269 681 126,000 129,505

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

職員手当等 共済費 賃金 需用費 役務費 委託料
負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 0 129,505 0 0 0 事業費計

その他 5

0

一般財源 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

　
【目的】
　「一億総活躍社会」の実現に向け、賃金引上げの恩恵が及びにくい低所得の高齢者に給付金を給付し、高齢者世帯の
年金も含めた所得全体の底上げと、個人消費の下支えに資することを目的とする。

【内容】
　低所得の高齢者向けの年金生活者等支援臨時福祉給付金を支給する。
　○支給対象者　平成27年度臨時福祉給付金(簡素な給付措置)の支給対象者のうち、平成28年度中に65歳以上と
　　　　　　　　　　　なる方。
　○対象者数　　 約4,200人
　○支給額　　　　対象者一人につき３万円
　○費用　　　　　 全額国庫負担（実施に係る事務費を含む）
　
　※国の低所得の高齢者向けの年金生活者等支援臨時福祉給付金支給事業で、平成２８年度に繰り越して実施す
　　 る。
　※平成27年度臨時福祉給付金(簡素な給付措置)の支給対象者
　　・平成27年１月１日現在で、住民基本台帳に記録されている者で、市町村民税（均等割）が課税されて
　　いない者で、以下を除く。(市町村民税は、平成27年度分の市町村民税)
　　①市町村民税（均等割）課税者の扶養親族
　　②生活保護制度の被保護者

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 129,500

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠
低所得の高齢者向けの年金生活者等支援臨時福祉給付金支給要領、小城市低所得の高齢者向けの年金
生活者等支援臨時福祉給付金支給要綱（予定）

事業期間

低所得の高齢者向け年金生活者等
支援臨時福祉給付金支給事業

基本事業名 3 低所得者福祉の推進
一般 3 1 1 1059

予算科目
会計 款 項 目 事業

健康・福祉日本一を目指
すまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 6 社会保障の充実

新規事業 既存事業

事務事業名
低所得の高齢者向け年金生活者等支援臨時福
祉給付金支給事業

総
合
計
画
体
系

政策名 3
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
交付額の追加内示による増額及び実績による減額
個人での取り扱いに伴うもの
・経営転換協力金（17戸）　　　 　1,100千円

集落営農法人化に伴うもの
・経営転換協力金（33戸）         18,500千円
・耕作者集積協力金（30戸）    △8,642千円
・地域集積協力金（2地区）　        △33千円

合　　計

10,925 10,925

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

10,925 10,925

財
源
内
訳

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

事　業　費 0 62,992 3,500 3,500 3,500 0 事業費計

その他

73,492

一般財源 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金 73,49262,992 3,500 3,500

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農地中間管理機構を通じて担い手への農用地等の集積・集約化に協力する者に対し、機構集積協力金を交付することにより、農業経
営の規模の拡大、耕作の事業に供される農用地等の集団化、新たに農業経営を営もうとする者の参入を進めることで農用地の利用の効
率化及び高度化の促進を図る。

【内容】
　所得制限なし。交付額は以下のとおり
　（地域集積協力金の額）
　平成26年度及び平成27年度の交付額
　当年度に初めて要件を満たした場合は、次の交付単価に機構への貸付面積を乗じて得た額とする。
　　(１)　地域の農地面積に占める各年度の12月末時点における機構への貸付面積（以下「機構貸付面積」という。）
　　　　　の割合が２割超５割以下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20,000円/10ａ
　　(２)　地域の農地面積に占める機構貸付面積の割合が５割超８割以下　28,000円/10ａ
　　(３)　地域の農地面積に占める機構貸付面積の割合が８割超              36,000円/10ａ
　（経営転換協力金の額）
　　(１)　0.5ｈａ以下　　　　　　　300,000円/戸
　　(２)　0.5ｈａ超2.0ｈａ以下　　500,000円/戸
　　(３)　2.0ｈａ超　　　　　　　   700,000円/戸
　（耕作者集積協力金の額）
　　　平成26年度及び平成27年度の交付の要件を満たす農地面積（けい畔面積を含む。）の合計に20,000円/10ａを乗じて得た額

⇒「集落営農の法人化」に伴う農地集積については、国の方針転換によりＨ27まで交付

【事業費の支出内訳】　国100％　（国⇒県⇒市⇒申請者）

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

3,500

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 農地中間管理事業の推進に関する法律

事業期間
平成26 平成30

農産業事務費 基本事業名 1 農業生産基盤の充実
一般 6 1 4 332

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農林業の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 農地中間管理事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5

－　11　－



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
観光、物産ＰＲ活動、イベント開催

合　　計

22,132 22,132

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

22,132 22,132

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 22,806 16,729 22,132 22,000 22,000 22,000 事業費計

その他 15,000

0

一般財源 1,729 22,000 22,000 22,000 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
小城市が有する観光資源、特産品、農海産物及びイベント等の宣伝を行なうことにより、観光及び農林水産業の振興を目
的とする。また、あわせてふるさと納税の振興も図る。
　

【内容】
　小城市のイメージキャラクター（ようかん右衛門、こい姫）を含む『小城市宣伝隊』を、市内で開催されるイベント等に派遣
し、イベントの活性化及び入込客数の増加を図る。また近県及び大阪等の関西圏、首都圏へ出向き本市特産品等、観光Ｐ
Ｒ及びふるさと納税の推進を行う。
　また、インターネットツール（フェイスブック、ツイッター、インスタグラム）を活用した情報発信等を行う。

※国が掲げる一億総活躍社会の実現に向けて創設された地方創生加速化交付金を活用し、平成28年度に繰り越して実
施する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 22,806

国庫支出金 22,132

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠

事業期間
平成22

観光事務費 基本事業名 1 観光ＰＲ活動の充実
一般 7 1 4 100

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 4 観光の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 小城市宣伝隊事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
・ラジオ番組制作委託

合　　計

26,125 26,125

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

26,125 26,125

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 25,850 20,678 26,125 26,000 26,000 26,000 事業費計

その他

0

一般財源 26,000 26,000 26,000 一般財源

地方債 地方債

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　ラジオを活用して、市の観光や特産物、イベント等の情報を発信することで、小城市の魅力をＰＲする。

　
【内容】
　本市の観光、特産品、イベント及びコミュニティの情報等をラジオ局で番組を作成し、情報発信を行う。
　番組は毎週1回の1時間程度の放送として、市内業者の宣伝等も含め、リアルタイムな情報を提供する。
　また、市内の若者の出会いの場を提供する「婚活イベント」、市内の特産品等をＰＲするためのイベントも合わせて実施す
る。

※国が掲げる一億総活躍社会の実現に向けて創設された地方創生加速化交付金を活用し、平成28年度に繰り越して実
施する。

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 25,850

国庫支出金 20,678 26,125

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠

事業期間
平成21

観光事務費 基本事業名 1 観光ＰＲ活動の充実
一般 7 1 4 100

予算科目
会計 款 項 目 事業

交流と連携による質の高
い元気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 4 観光の振興

新規事業 既存事業

事務事業名 ふるさと“小城”魅力発信事業 総
合
計
画
体
系

政策名 5
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
予算執行に伴う予算残額の減
平成28年度に予定していた仮設道路舗装を前倒し施工する事に伴う工事費の増
地権者の立木放棄により、本体工事で伐採する必要が発生した事に伴う工事費の増

合　　計

1,347 1,347

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

△ 256 △ 2,000 8,500 △ 4,147 △ 750 1,347

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

旅費 委託料 工事請負費
公有財産購

入費
補償、補填及

び賠償金

事　業　費 40,083 48,143 427,967 25,740 0 0 事業費計

その他 6,187 35,000

561,885

一般財源 1,050 1,855 11,557 4,130 一般財源 33,758

地方債 14,000 22,547 180,143 8,600 地方債 227,290

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 41,187

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　スマートインターチェンジ制度実施要綱の制定により、既存PAを利用した安価なインターチェンジの整備が可能となった。
小城市内に位置する長崎自動車道小城PAにスマートインターチェンジを整備し、高速交通体系整備を促進させ、小城市
の産業振興をはじめとして、災害時の広域支援体制の向上など地域の活性化を図るものである。

【内容】
　関係機関事前協議→地区協議会設置→実施計画書提出→連結申請→連結許可→詳細設計→用地測量→用地取得
→文化財調査→本体工事の順で事業を進める。
H24.4月連結許可済

(工事の概要)
接続道路　４本　Ｌ＝1.3ｋｍ
平成２４年度　道路予備修正設計
平成２５年度　土質調査・路線測量・協議用図面作成・道路詳細設計
平成２６年度　用地測量・用地調査・水文調査・用地取得・文化財調査
平成２７年度　用地取得・文化財調査・第１期本体工事
平成２８年度　第２期本体工事
平成２９年度　付帯工事、供用開始予定

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 259,650

県支出金

国庫支出金 18,846 23,741 201,267 13,010

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 スマートインターチェンジ〔高速道路利便増進事業〕制度実施要綱、道路法

事業期間
平成18 平成29

スマートインターチェンジ
整備事業

基本事業名 1 高速交通体系整備の促進
一般 8 2 3 883

予算科目
会計 款 項 目 事業

県央に光る交流拠点のま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 4 道路・交通網の整備

新規事業 既存事業

事務事業名 スマートインターチェンジ整備事業 総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　
仮設校舎建設に伴う確認申請手数料及び職員駐車場借地料の減額
委託料及び工事請負費については、継続費設定部分以外の減額

※平成27年度国の補正予算で採択分を、逓次繰越を行い平成28年度執行予定

合　　計

△ 19,144 △ 33,800 △ 18,400 △ 9,774 △ 81,118

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

△ 385 △ 3,722 △ 980 △ 76,031 △ 81,118

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

役務費 委託料
使用料及び

賃借料
工事請負費

事　業　費 18,583 1,363 184,699 375,809 153,343 0 事業費計

その他 10,000

733,797

一般財源 8,583 1,363 7,894 36,526 18,634 一般財源 73,000

地方債 117,400 239,300 88,258 地方債 444,958

(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他 10,000

県支出金

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　経年により通常発生する学校建築物の損耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の用途変更に伴う改装等の大規模
改造を行い、教育環境の改善を図り、合わせて建物の耐久性の向上を図る。

【内容】
　平成26年度　牛津小学校（校舎棟、屋内運動場棟）大規模改造実施設計業務
　平成28年度　仮設校舎建設、校舎南棟東側　大規模改造工事
　平成29年度　校舎北棟・中央棟・屋内運動場　大規模改造工事
　平成30年度　校舎北棟西側、仮設校舎解体

　校舎棟　延べ床面積　4,859㎡
　屋内運動場棟　延べ床面積　1,115㎡
　工事内容：屋上防水、外壁塗装、エレベーター設置、床改修、屋内塗装、トイレ改修、電気設備改修等

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

46,451
財
源
内
訳

国庫支出金 205,839

県支出金

国庫支出金 59,405 99,983

総　事　業　費
（単位：千円）

法令根拠 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律、学校教育法施行規則、小学校設置基準

事業期間
平成26 平成30

小学校施設大規模改造事
業

基本事業名 9 学校施設の整備充実
一般 10 2 3 1012

予算科目
会計 款 項 目 事業

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 2
幼児教育・学校教育の充
実

新規事業 既存事業

事務事業名 牛津小学校施設大規模改造事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

子どもの笑顔が輝き歴史と
文化を誇れるまち

担当部課 教育委員会　文化課 施策名 5
芸術・文化の振興と文化
財の保存・活用

新規事業 既存事業

事務事業名 歴史的建造物活用事業 総
合
計
画
体
系

政策名 4

法令根拠 文化財保護法、小城市文化財保護条例

事業期間
平成２７ 平成31

文化財保護事業 基本事業名 3 文化財の保存・活用
一般 10 5 5 527

予算科目
会計 款 項 目 事業

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　地域の貴重な資源である歴史的建造物を活用した活動により、小城市の特性（豊かな自然・歴史等）を活かした起業モデ
ルを提示する。また、起業する人材の発掘支援を行う。

【内容】
・歴史的建造物を活用したビジネスモデルの展開
・歴史的建造物を活用したビジネスモデルのセミナー（先進事例）開催、相談、アドバイス
・小城市の食材を利用した新しい食文化の創造、商品の開発
・市民学芸員（観光ボランティア）の育成、活性化
・歴史的建造物の改装

※国が掲げる一億総活躍社会の実現に向けて創設された地方創生加速化交付金を活用し、平成28年度に繰り越して実
施する。

　

事業費の推移
（単位：千円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 8,000

県支出金

国庫支出金 5,000 3,000

総　事　業　費
（単位：千円）(実績) (見込み) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

その他

県支出金

地方債 地方債

17,000

一般財源 3,000 3,000 3,000 一般財源 9,000

財
源
内
訳

※「事業費の推移」は、事業実施年度ベースで区分（繰越等の予算分は、事業実施年度に表示）
　【例：28年度欄は、27年度からの繰越分と28年度執行予定（29年度への繰越分を除く）分の表示】

補正事業費
の内訳

（単位：千円）

委託料

事　業　費 0 5,000 3,000 3,000 3,000 3,000 事業費計

その他

合　　計

3,000 3,000

小城鍋島家Tenを拠点として以下の項目を取り組む
　・ビジネスモデルの展開（地域住民と交流するための農業体験など）
　・ビジネスモデルのセミナー（先進事例）開催、相談、アドバイス
　・新商品の開発

合　　計

3,000 3,000

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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